
民法  

 

I.総則 

 

1.制限行為能力者 

 

保佐人の権限 

保佐人は「保佐人の同意を得ることを要する行為」について同意権をもちます。よって本

人の行為に保佐人が同意することにより法律的に効果が認められ、同意を得ないで行った

契約等については取り消すことができます。 

保佐人の同意権は、同じ保佐の制度を利用する方の状況が全て同じであるとは限りません

ので、必要に応じて「保佐人の同意を得ることを要する行為」以外の事項に関しても、家

庭裁判所の審判により追加することができます。追加した事項については、その必要がな

くなれば、その一部又は全部を取り消すこともできます。 

保佐人には法律上当然に代理権は付与されておらず、家庭裁判所の審判により特定の法律

行為についての代理権が付与されます。 

 

補助人の権限 

補助人は、法律上当然に同意権が付与されることはありません。 

補助の対象者は、比較的高い判断能力を有しているので、自己決定の尊重の観点から、補

助人に同意権が必要かどうかの判断は本人が行い、家庭裁判所の審判により決定します。

補助人の同意権は、必要に応じて追加することも可能であり、必要がなくなれば、その一

部または全てを取り消すことも可能です。 

 

条件 

ただし、厳密に見れば、上記例でも契約の効力発生日は異なることになります。 

 

停止条件の場合、大学受験合格時に祝い金にかかる贈与契約の効果が発生しています。 

 

これに対して、解除条件の場合、最初の契約時に既に贈与契約の効果が発生していいます

（条件成就の場合、それが後で解除になる。）。 

 

経済的な目的は同じく達成できても、契約の効力の発生日につき、どちらを使うかで、違

いが生じるわけです。 

 

 



 

2.時効 

 

 



 



II.物権 

①先取り特権 

 

 

 

②法定地上権 



 

 

③ 共同抵当 

 

 

 

 



④根抵当 

極度額だけ後順位の承諾が必要。 

確定期日変更はいつでもできるが変更日から五年以内。変更前 

 

⑤譲渡担保 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



4.債権（契約） 

①賃貸借の存続期間 

50年を超える事ができない。契約でこれより永井機関を定めた時であっても、その期間は、

50年とする。賃貸借の存続期間は更新する事が出来る。ただし、その期間は、更新の時か

ら 50年を超える事ができない。 

②地上権 

トラぶったら 20-50で裁判所が決定 

③永小作権 

存続期間は 20年以上５０年以下。５０こえても５０。定めなかったら３０． 

④不動産質権 

存続期間は１０年を超えることができない。それより長くしても１０年。更新することが

できる。更新期間は１０年をこえられない。 


